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＜前文＞ 

 

島国日本の国境は、多くの島の存在によりカタチづくられて

いる。 

国境の島々は、古来より日本と大陸との交流の拠点であり、伝

播した文化が我が国固有の文化と融合して独自の文化が形成さ

れ、いまだになつかしい日本の姿、日本人の本質が残されている

貴重な地域である。 

我々、特定有人国境離島地域に指定された地域の市町村長を

中心とする発起人は、有人国境離島法第 17 条に基づき、有人国

境離島法元年である 2017 年から、改めて日本の国境が島である

ことを知り、島国日本・海洋国家日本のアイデンティティを確認

し、国境の島々を価値化するための国民運動を起こしていくこ

とをここに決意する。 

本憲章は、発起人のみならず、国境の島に関係する行政、民間、

団体それぞれの当事者が共通認識の下に国境の島々を活性化さ

せるプロジェクトに主体的に取り組むために定めるものである。 

  



＜本則＞ 

 

第一 プロジェクトの内容及びプロジェクトネーム  

１ 国民の中の「国境に行こう、国境を食べよう、国境に学ぼう、国境

に暮らそう」といった機運を醸成し、実際のアクションにつなげるこ

とで、人が現に住む国境の島々を活性化させ、以て国境の島々を価値

化するプロジェクトを総称して、「日本の国境に行こう!!」プロジェク

トという。 

２ 特定有人国境離島地域の地域社会の維持のための施策を実施する

主体である国及び地方公共団体は、発起人として、本プロジェクトネ

ームをキャッチフレーズとして掲げ、プロジェクトの推進者を広げて

いくこととする。 

 

第二 プロジェクトの推進者 

１ 本プロジェクトは、本憲章に共感し、賛同する者であって、次に掲

げる人々のうち、自ら主体的に取組を実践する者が推進する。 

・有人国境離島地域内の島民、事業者、団体 

・有人国境離島地域内に暮らしたい、事業を興したいと考える 

個人、法人 

・その他有人国境離島地域を活性化する活動を行おうとする 

個人、法人 

２ 本プロジェクトを推進する者は、第四に定めるキャッチフレーズ・

ロゴマークを名刺への印刷、商品への貼付、店頭での掲出、パンフレ

ット等への掲載その他の方法により可能な限り使用し、本プロジェク

トに関する国民の認知度向上に努める。 

 

第三 国境の島活性化七箇条 

１ 本プロジェクトを推進する者の理念及び行動規範として、「国境の

島活性化七箇条」を別添のとおり定める。 



２ 本プロジェクトを推進する行政、島民その他の者は、「国境の島活性

化七箇条」を目に触れやすいところに掲出し、又は常時携帯するとと

もに、これに共感する仲間を広げていく努力を行う。 

 

第四 プロジェクトロゴマーク及びその使用  

１ 「日本の国境に行こう!!」プロジェクトを国民運動としていくため

の統一のロゴマークは図Ａ～Ｃのとおりとする。 

２ 有人国境離島地域に関係する島民、民間事業者、団体、行政が本ロ

ゴマークを使用する場合には、別にプロジェクト推進事務局が定める

ところによるロゴマーク使用申請手続きに従って届け出を行うもの

とする。 

 

Ａ         Ｂ          Ｃ 

         

 

第五 プロジェクト推進事務局の設置 

プロジェクト推進事務局は、当面の間、内閣府総合海洋政策推進事務局

有人国境離島政策推進室に置く。 
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国境の島活性化七箇条（案） 

 

第一条 日本人の島国プライドを呼び覚ます！ 
国境の島は「島国日本」の原風景。都会的視点でなく、島の日常に学び、日本

人の未来の生き方を創造しよう！原点に還り、日本人の島国プライドを呼び覚

まそう！ 

第二条 「ヒト」「モノ」「タノシミ」を行き来させる！ 

島に魅力がなければ行き来は生まれない。行き来がなければ、経済は生まれな

い。人材と資源と文化を交流させよう！ 

第三条 面白いことを真面目にやろう！ 

「オモシロイこと」には人が集まる！願いや希望を優先に島の日常にオモシロ

さを発掘しよう！まじめすぎるとつまらない。面白いことを真面目にやろう！ 

第四条 動きながら考える「現場考動主義」！ 

答えは現場にある。考えながら走る瞬発力と判断力！「やり方」でなく「やる

人」を！「強制」でなく「共感」を！「計画」でなく「実践」を！ 

第五条 「フットワーク」が「ネットワーク」をつくる！ 

情報は動いたヒトが持っている。動き続ける人には風が吹く。その風はやが

てネットワーク（仲間）を構築する！そこに共感共鳴のテーマが発見され

る。 

第六条 社会に求められる「サービス」を！ 

「売りたいもの」と「売れるもの」はイコールではない。社会に必要とされ

ることが商品開発やサービス開発の根本だ。消費者の目線で、島の商品や情

報を伝え、コミュニケーションできるデザインをしよう！ 

第七条 島の人々が「シアワセ」になる！ 

まずは、小さな成功体験を島にたくさん生み出そう！小さく産んで大きく育

てる。未来を明確にして１日１日１歩ずつ！確かな足跡を身近な人々とつけ

ていこう！この島に住んでよかった！と思えることがゴール！ 

別添 




